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ABSTRACT 
本研究では、障害者と高齢者の人材活用に焦点をあてたダイバーシティ経営の成果を明ら

かにすることを目的とする。そのため、高齢者と障害者を同時に雇用している企業の事例分

析を行った。事例分析には、財務的な成果と非財務的な成果を同時に評価できる BSC に基づ

いて分析する。 

最初に、ダイバーシティ経営を推進するための経営上の取り組み(インプット)を分析した

結果、大きく 1)能力開発及び教育、2)人事管理、3)安全衛生管理の 3 つの領域において環境

整備を行っていることが分かった。また、BSC の 4 つの視点に基づいて、ダイバーシティ経

営の成果(アウトカム)を分析した結果、高齢者と障害者に焦点当てたダイバーシティ経営は、

直接的に「従業員の学習と成長」、「内部プロセス」の非財務的な成果をもたらすことが分か

った。また、「学習と成長」「内部プロセス」成果は、長期的な観点から、売上高の向上や生

産効率の向上、新たな顧客層の確保などの財務的な成果につながる可能性が高いため、間接

的に「顧客」と「財務」成果につながる可能性が示唆された。 
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Ⅰ．問題と目的 
 

経済産業省(2016)によれば、ダイバーシティ経営とは、多様な人材を活かし、その能力が

最大限発揮できる機会を提供することで、価値創造につなげている経営である。ここで、多

様な人材とは、性別、年齢、人種・国籍、障害の有無、性的指向、宗教・信条、価値観など

の多様性だけでなく、キャリアや経験、働き方などの多様性も含める概念である。また、能

力には、多様な人材が持つ潜在的な能力や特性などを含めている。 

多様な人材を活用するダイバーシティ経営推進の意義として少子高齢化と経済のグロバー

ル化が挙げられている(山本, 2014; 松繁, 2008; 谷口, 2008)。そのなかでも、ダイバーシティ

経営は少子高齢化に対する社会保障の側面から重要は役割を果たしているといえる。急速に

進行する少子高齢化により、社会保障制度の支え手である生産年齢人口は減少する一方で、

社会保障が必要な高齢者や障害者は増加しており、高齢者や障害者の生活保護を含む社会保

障の持続可能性が課題として指摘されている(内閣府, 2003)。このような状況を考慮すると、

ダイバーシティ経営は、特に社会保障を必要とする高齢者や障害者が働く機会と環境を提供

し、貧困率の抑制及び所得格差の解消につながる可能性が高いため、社会保障の側面から社

会を安定させるために意義があると考えられる。 

一方、日本では、ダイバーシティ経営推進の重要性は認識されているものの、アメリカや

ヨーロッパ諸国に比べてダイバーシティ経営が遅れており、主に労働市場における男女格差

を解消するためのジェンダー・ダイバーシティに焦点を当てている。そのため、ダイバーシ

ティ経営推進に関連する多くの先行研究では、女性活躍と企業価値及び経営効果を明らかに

するための調査研究が行われている(樋口, 2013)。すなわち、女性活躍以外に高齢者や障害者、

外国人の人材活用を取り入れた幅広いダイバーシティ経営推進に関する認識がまだ弱く、幅

広いダイバーシティ経営を推進していくための見通しを示す研究もほとんど行われていない。 

しかし、上述したように、急速に進行する少子高齢化を考慮すれば、女性だけでなく、高

齢者と障害者を同時に活かす幅広いダイバーシティ経営を追求する意義がある。また、ダイ

バーシティ経営の目的が経営上の価値を生み出すことである以上、ダイバーシティ経営によ

る成果及び効果を明示することは、ダイバーシティ経営推進のために重要な研究的課題であ

ると考えられる。荒金(2013)や谷口(2008)は、ダイバーシティ経営の効果は非財務的な効果

に関する理論モデルから説明でき、非財務的な効果は財務的な効果につながるプロセスの根

拠になる可能性を指摘した。 

そこで、本研究では、高齢者及び障害者の人材活用に焦点をあてたダイバーシティ経営推

進に着目した。また、高齢者及び障害者に焦点をあてたダイバーシティ経営のあらゆる成果

を、BSC(Balanced Scorecard, 以下 BSC)を用いて明らかにすることを目的とする。 

 

Ⅱ．方法 
 

１．事例分析 

高齢者及び障害者に焦点をあてたダイバーシティ経営の財務的かつ非財務的な成果を分析

するために、独立行政法人高齢・障害・求人者雇用支援機構による事例報告書『高齢者と障

害者がともに働きやすい職場づくりのために』(2011)で紹介されている企業を対象として事

例分析を行う。この事例は、2009 年度～2010 年度にかけて高齢者と障害者を同時に活用し
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ている企業のみを対象として、各企業の経営上の取り組みについて紹介しているため、障害

者と高齢者の人材活用に焦点をあてたダイバーシティ経営を推進している企業の取り組み

(インプット)による成果(アウトカム)を分析するにあたって最も適する事例である。 

事例分析には、財務的成果と非財務的な成果を同時に測定できる BSC に基づいて分析する。 

 

２．BSC 成果評価モデル 

BSCとは、1992年のRobert S. KaplanとDavid P. Nortonが発表したものであり、「財務」

「顧客」「内部プロセス」「学習と成長」の4つの視点から経営成果を評価するための成果管

理ツールである。また、長期的な観点から持続可能性を考慮した経営成果管理ツールである

ため、財務指標だけでなく非財務指標についても着目し、多面的な指標を組合せて業績を計

画・評価・管理することにより、目標や戦略を効果的に推進するための経営を管理する方法

である。 

具体的に、「財務」視点では、利益性や成長率、株主価値といった業績評価指標により、財

務的な成果を評価する。また、「顧客」視点では、財務的な成果を上げるために顧客に焦点

をあてて、顧客が要求する要素または基準を満たしているかを評価する。ここでは、顧客満

足度や顧客苦情のマネジメントといった指標に基づいて評価される。「内部プロセス」視点

では、顧客の満足度を向上させるための業務プロセスやマネジメントシステムを評価する。

そのため、製造に要する時間、品質、従業員の技術水準といった指標により評価される。「学

習と成長」視点では、「顧客」及び「内部プロセス」成果を達成するための従業員のスキル

アップや技術開発などを評価する。 

BSC に設けられる 4 つの視点における因果関係は図 1 のように示される。つまり、現場の

従業員を教育・訓練し、スキルアップを図る(「学習と成長」視点)ことができれば、業務プ

ロセスのサイクルタイムの短縮や質の向上を実現できる(「内部プロセス」視点)。またそれ

は、顧客の満足度向上や顧客ロイヤルティの向上(「顧客」視点)につながり、最終的には売

上や利益率の向上(「財務」視点)が達成される(Kaplan, Robert S. and Norton, David P., 

1996; 吉川, 1997; 福田, 2007)。 

 
出典：Kaplan & Norton(1996) ; 吉川(1997; 2003) 

図 1 BSC の 4 つの視点間の因果関係 
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ただし、BSC は企業の経営成果を評価するための視点及び概念だけを提示しており、各視

点に対する成果を測定するための統一された指標は提示していない。そのため、BSC 成果管

理ツールを用いる企業や組織では、主要業績評価指標(Key Performance Indicator, KPI)を含

む様々な業績測定指標を用いて評価することができる (松原, 2004) (表 1)。 

 

表 1 BSC の 4 つの視点における業務測定指標の例 

BSC の 

4 つの視点 
業績測定指標 

財務の視点 

• 総資産 
• 従業員一人当たり付加価値 
• 従業員一人当たり資産 
• 成長率 
• 総資産利益率 
• 配当 
• 純資産利益率 
• 市場価値 
• 総資産回転率（売上高/総資産）  
• 株価 
• グロスマージン（粗利益率） 
• 株主構成 
• 純利益 
• 売上高利益率• キャッシュフロー 
• 従業員一人当たり利益•コスト合計

• 収益 

• 従業員一人当たり収益 
• 自己資本比率 
• 自己資本利益率(ROE)  
• 売掛債権回転日数 
• 使用総資本利益率(ROCE)  
• 売掛金回転率 
• 投資利益率(ROI) 
• 買掛債務回転日数 
• 経済付加価値(EVA)  
• 在庫日数 
• 市場付加価値(MVA) 
• 棚卸資産回転率 
• 新製品の収益 
• 負債 
• 格付け 
• 株主のロイヤルティ 

顧客の視点 

• 顧客満足度 
• 成約率（成約/折衝） 
• 顧客ロイヤルティ 
• 企業への販売訪問回数 
• マーケットシェア 
• 顧客と過ごした時間 
• 顧客の苦情 
• 売上高マーケティング費率 
• 初回のコンタクトで解決された苦 
• 広告掲載件数 
• 顧客別総コスト 
• 売上高 
• 顧客と関係をもつ平均期間 
• ターゲット顧客内のシェア 
• 失った顧客 
• チャネル当たり売上高 

• 返品率 
• 提案書作成件数 
• 顧客要求への応答に要する時間 
• ブランド認知度 
• 直販価格 
• 応答率 
• 価格の競合比較 
• トレードショーへの参加件数 
• 顧客維持 
• 平均顧客サイズ 
• 顧客獲得率 
• 従業員当たり顧客数 
• 新規顧客からの収益の割合 
• 顧客当たり顧客サービス費用 
• 顧客数 
• 顧客収益率 
• 顧客当たり年間売上高 
• 頻度（販売トランザクション数）

内部プロセス

の視点 

• 取引当たり平均コスト 
• ブレーク・イーブン・タイム 
• 納期遵守率 
• サイクルタイム改善 
• 平均リードタイム 
• 継続的改善 
• 在庫回転率 

• 無駄の削減 
• 特許の平均年数 
• スペースの活用効率 
• 新製品比率 
• 仕入返品の頻度 
• 欠品 
• 機械故障時間 
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• 保障請求 
• 環境排出物 
• 先端ユーザーの認識 
• 研究開発費 
• 仕掛かり中の製品・サービス 
• コミュニティへの参加 
• 新規プロジェクト投資の内部利益 
• 出願中の特許 
• 顧客の要求への応答に関する時間 

• 労働稼働率 
• 計画の制度 
• 新規製品/サービスの市場投入 
• 不良率 
• 発表した新製品 
• リワーク（再作業） 
• 肯定的なメディア記事の数 
• 使用可能顧客データベース 

学習と成長の

視点 

• 従業員の専門団体への参加 
• 作業環境の質 
• 顧客当たり訓練投資額 
• 内部コミュニケーションの評価 
• 平均サービス提供年数 
• 従業員の生産性 
• 上級学位を保持する従業員比率 
• BSC 作成枚数 
• 倫理規定違反 
• 健康の促進 
• 常習欠勤 
• トレーニング時間数 
• リーダーシップ開発 
• 事故によるロスタイム 
• 従業員持ち株制度への参加者数 
• モチベーション指数 
• 従業員コンピューター所有率 

• 従業員回転率 
• コンピテンシーカバー率 
• 従業員提案件数 
• 個人目標の達成 
• 従業員満足 
• 業績評価のタイムリーな完了 
• 就職願いの残数 
• 戦略的情報の割合 
• 多様性の割合 
• クロス・ファンクショナルな任命

率 
• 権限委譲指数（マネジャーの数） 
• ナレッジマネジメント 
• コミュニケーション計画 
• 従業員当たり付加価値 
• 事故申告数 

出典：松原(2004)  

 

Ⅲ．事例分析の結果 
 

１．分析対象の基本属性 

独立行政法人高齢・障害・求人者雇用支援機構による調査報告書『高齢者と障害者がとも

に働きやすい職場づくりのために』は、2009～2010 年度に「高齢者と障害者がともに働き

やすい職場」推進に関する調査研究会を設置し、高齢者と障害者雇用に取り組んでいる企業

の事例を収集し、現場での具体的な取り組みを紹介している。同報告書で紹介している企業

の基本属性は表 2 に示した。 

表 2 に示したように、事例分析の対象となった企業はすべて製造業である。また、比較的

に企業規模が大きい企業では、高齢者雇用をはじめ障害者雇用に拡大していく傾向がみえる。

このことから、非製造業に比べて製造業では、高齢者及び障害者に焦点をあてたダイバーシ

ティ経営が有効的である可能性が示唆された。また、企業規模が小さい中小企業では、高齢

者に比べて障害者を多く活用しているといえる。 
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表 2 事例分析の対象企業の属性 

Case 企業名 
規模 

(従業員数)
業種 

雇用状況 

高齢者数 1) 障害者数 雇用拡大 

1 
洋信産業株式会社 

(特例子会社) 
29 人 製造業 6 人 10 人 高齢者障害者

2 
NTN テクニカル 

サービス株式会社 
662 人 製造業 156 人 12 人 高齢者障害者

3 
医療法人カワムメデ

ィカルソサエティ 
540 人 製造業 132 人 12 人 高齢者障害者

4 
日東電工ひまわり 

株式会社 
60 人 製造業 9 人 39 人 障害者高齢者

5 
株式会社 

ニシキプリント 
56 人 製造業 4 人 9 人 障害者高齢者

6 
有限会社 

斎藤商店おやべ 
12 人 製造業 3 人 9 人 同時雇用 

7 株式会社あじみ屋 388 人 製造業 126 人 36 人 同時雇用 

注 1) 高齢者とは、60 歳以上の高年齢者を示す 

注 2) 企業規模や障害者及び高齢者の雇用状況は、すべて 2010 年のデータである 

出典：独立行政法人高齢・障害・求人者雇用支援機構による調査報告書『高齢者と障害者が

ともに働きやすい職場づくりのために』をもとに筆者作成 

 

２. ダイバーシティ経営推進のための取り組み(インプット) 

高齢者と障害者雇用に取り組んでいる企業を対象として、経営上の取り組み(インプット)

を分析した結果、大きく 1)能力開発及び教育、2)人事管理、3)安全衛生管理の 3 つの領域に

おいて環境整備を行っていることが分かった(図 2)。 

第 1 に、能力開発及び教育に対しては、ほとんどの企業において専門知識に関する研修機

会(勉強会、学習会、研修会などの開催)を提供していることが分かった(Case 1, 3, 4, 6)。ま

た、高齢者の従業員を中心にして障害者を配置するラインを編成し、高齢者と障害者の組み

合わせ配置による役割分担を行っていた(Case 2, 5, 6, 7)。社内のコミュニケーションを図る

ために、勉強会や学習会を行っていることが分かった(Case 1, 2, 4, 6, 7)。 

第 2 に、人事管理に対しては、大きく雇用形態の側面、雇用創出の側面、賃金の側面の 3

つの側面から環境整備を行っていた。最初に、雇用形態の側面からは、勤務時間の柔軟性を

考慮し、勤務日数や勤務時間を短縮、休憩時間の延長を行っていることが分かった(Case 2, 5, 

7)。雇用創出の側面から、障害者のサポート役割として経験と技術をもつ高齢者を活用する

ことで、障害者だけでなく高齢者の雇用創出につなげていることが分かった(Case 4, 5, 6, 7, )。

また、NTN テクニカルサービス株式会社だけでの仕組みではあるが、賃金の側面からは、職

能資格制度に基づいて専門資格ごとに賃金を決定する仕組みや班長手当など賞与仕組みを設

計していることが分かった(Case 2)。 

第 3 に、安全衛生管理に対しては、共通的に事故防止のための安全装置の整備、高齢者に

よる安全衛生の指導やチェック、安全確認者の配置といった環境整備に取り組んでいること
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が分かった(Case 1, 2, 3, 4, 5, 6, 7)。特に、加齢や障害により故障や問題が起こらないような

治具の整備やベテラン社員とのマンツーマンでの品質保証の指導により、品質安全管理を整

備していることが分かった(Case 3, 5, 6, 7)。また、通路幅の拡張や手すりの設置、通路段差

の解消といった作業環境のバリアフリー化を行い、職場の安全性を高めていることが分かっ

た(Case 3, 4, 7)。 

 

 
図 2 ダイバーシティ経営ための取り組み(インプット) 

 

３．ダイバーシティ経営推進による成果(アウトカム) 

BSC の「財務」「顧客」「内部プロセス」「学習と成長」の 4 つの視点に基づいて高齢者と

障害者雇用に取り組んでいる企業のあらゆる成果について分析した。その結果、ダイバーシ

ティ経営推進のための取り組み(インプット)による成果(アウトカム)は、直接的な成果と間接

的な成果に分け、直接的には、「内部プロセス」と「学習と成長」の成果を上げており、間接

的には、「顧客」と「財務」の成果につながる可能性が示唆された(図 3)。 

第 1 に、「学習と成長」の視点に基づいてみると、高齢者及び障害者雇用に関する専門知識

に関する研修機会の提供、高齢者と障害者の組み合わせ配置による役割分担、社内のコミュ

ニケーションを図るための勉強会や学習会は、社員のスキル向上、コミュニケーション向上

などにつながる。 

また、勤務日数や勤務時間の短縮、休憩時間の延長といった雇用形態システムや専門資格

ごとの賃金支給、班長手当など賞与の仕組みは、仕事に対する従業員のモチベーションや従

業員の満足度向上につながる。 

第 2 に、「内部プロセス」の視点に基づいてみると、雇用創出の側面から、障害者のサポー

ト役割として経験と技術をもつ高齢者を活用することで、障害者だけでなく高齢者の雇用創

出につなげる仕組みや、事故防止のための安全装置の整備、安全衛生のための指導及びチェ

ックなどの安全衛生管理は、欠品や不良品の削減、労働災害率の軽減につながる。特に、欠

品及び不良品の削減は、長期的な観点から顧客の満足度向上や新たな顧客確保・維持といっ

た「顧客」視点の成果につながる可能性が高い。 
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また、高齢者と障害者の組み合わせ配置による役割分担は、分業による業務効率の向上に

つながり、生産性の向上といった財務的成果を生み出す可能性が高いといえる。 

すなわち、高齢者と障害者雇用に焦点当てたダイバーシティ経営は、直接的に「従業員の

学習と成長」、「内部プロセス」の非財務的な成果をもたらすことが分かった。 

BSC 理論モデルでは、現場の従業員を教育・訓練し、スキルアップを図る(「学習と成長」

視点)ことができれば、業務プロセスのサイクルタイムの短縮や質の向上を実現できる(「内

部プロセス」視点)。またそれは、顧客の満足度向上や顧客ロイヤルティの向上(「顧客」視

点)につながり、最終的には売上や利益率の向上(「財務」視点)が達成されると説明している。

この理論に基づいてみると、「学習と成長」「内部プロセス」成果は、売上高の向上や生産効

率の向上、新たな顧客層の確保といった「顧客」と「財務」成果につながる可能性が高いと

いえる。 

 

 

図 3 ダイバーシティ経営推進による成果(アウトカム) 

 

Ⅳ．結論と考察 
 

本研究では、高齢者及び障害者の人材活用に焦点をあてたダイバーシティ経営推進に着目

し、ダイバーシティ経営のあらゆる成果を明らかにすることを目的とした。 

高齢者と障害者に焦点を当てたダイバーシティ経営の成果を分析するために、高齢者雇用

と障害者雇用を両立している企業 7 社を対象として事例分析を行った。 

最初に、ダイバーシティ経営を推進していくための経営上の取り組み(インプット)を分析

した。その結果、高齢者及び障害者の人材活用に焦点をあてたダイバーシティ経営を推進し

ている企業では、大きく 1)能力開発及び教育、2)人事管理、3)安全衛生管理の 3 つの領域に

おいて環境整備を行っていることが分かった。 

続いて、以上の取り組み(インプット)による成果(アウトカム)を、BSC の「財務」「顧客」

「内部プロセス」「学習と成長」の 4 つの視点に基づいて分析した。その結果、ダイバーシテ
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ィ経営は、直接的には、「内部プロセス」と「学習と成長」の成果を上げていることが分かっ

た。BSC 理論モデルでは、現場の従業員を教育・訓練し、スキルアップを図る(「学習と成

長」視点)ことができれば、業務プロセスのサイクルタイムの短縮や質の向上を実現できる

(「内部プロセス」視点)。またそれは、顧客の満足度向上や顧客ロイヤルティの向上(「顧客」

視点)につながり、最終的には売上や利益率の向上(「財務」視点)が達成されると説明してい

る。このことから、ダイバーシティ経営による「学習と成長」及び「内部プロセス」成果は、

長期的な観点から「顧客」と「財務」の成果につながる可能性が示唆された。

すなわち、以上の本研究の分析結果から、高齢者及び障害者に焦点をあてたダイバーシテ

ィ経営の成果は、従業員のスキル向上や能力開発、欠品・不良品の削減や業務効率の向上と

いった非財務的な成果から説明でき、非財務的な成果は生産性向上や収益性といった財務的

な成果につながる可能性が高いといえる。

ただし、本研究では時間的・経済的な事情、サンプル確保の困難さにより、高齢者及び障

害者に取り組んでいる企業の事例分析に留まっており、ダイバーシティ経営による非財務的

な成果及び財務的な成果の統計的な有意性までは明らかにできなかった限界がある。特に、

BSC に基づいて「学習と成長」及び「内部プロセス」成果と「顧客」成果や「財務」成果と

のつながりに関しては、理論モデルをもとに可能性を示す段階に留まっている限界がある。

そのため、本研究の限界を踏まえ、高齢者と障害者に焦点を当てたダイバーシティ経営の

成果を明示するためには、今回の研究結果を仮説として実証的に分析する必要があると考え

られる。また、時系列データを用いて非財務的な成果と財務的な成果との因果関係について

分析する必要がある。さらに、これらの分析結果をもとに、高齢者と障害者に焦点を当てた

ダイバーシティ経営の成果を定量的に評価することが可能な成果評価モデルまたは成果評価

ツール構築に関する研究が必要であると考えられる。
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